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１ 高齢化の状況 

（１）高齢化率 

   平成 27 年の国勢調査の結果に基づく本市の高齢化率は 23.4%で，全国平均 2.9 ポイン

ト，県平均を 0.2ポイント下回っています。県内では 6番目に低く，横浜市，海老名市，

座間市，相模原市と同程度となっています。 

    

 

 

    高齢化率(%)       

  全国 26.3       

  神奈川県 23.6       

            

№ 市町村名 高齢化率(%) № 市町村名 高齢化率(%) 

1 湯河原町 39.0 18 大井町 26.1 

2 真鶴町 38.7 18 愛川町 26.1 

3 三浦市 35.5 20 平塚市 25.7 

4 箱根町 35.0 21 綾瀬市 25.6 

5 山北町 34.8 22 開成町 25.0 

6 二宮町 32.7 23 茅ヶ崎市 24.9 

7 清川村 32.3 23 寒川町 24.9 

8 大磯町 31.6 25 伊勢原市 24.0 

9 逗子市 31.4 26 相模原市 23.7 

10 中井町 31.3 27 座間市 23.5 

10 松田町 31.3 28 藤沢市 23.4 

12 葉山町 30.8 29 横浜市 23.2 

13 鎌倉市 30.6 29 海老名市 23.2 

14 横須賀市 29.6 31 厚木市 22.8 

15 南足柄市 29.4 31 大和市 22.8 

16 小田原市 27.7 33 川崎市 18.9 

17 秦野市 26.1       
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（２）前期・後期別高齢者割合 

   平成 27年の国勢調査の結果によると，本市の 65歳以上人口に占める後期高齢者の割合

は 45.8%，前期高齢者の割合は 54.2%であり，前期高齢者の割合が上回っています。後期

高齢者の割合は，全国平均よりも低く，県平均をやや上回る状況であり，川崎市とほぼ同

程度となっています。 

 

 

    後期高齢者(%) 前期高齢者(%)         

  全国 48.2 51.8         

  神奈川県 45.6 54.4         

                

№ 市町村名 後期高齢者(%) 前期高齢者(%) № 市町村名 後期高齢者(%) 前期高齢者(%) 

1 鎌倉市 51.5 48.5 18 藤沢市 45.8 54.2 

2 逗子市 51.0 49.0 19 大磯町 45.2 54.8 

3 湯河原町 49.4 50.6 20 平塚市 44.6 55.4 

4 山北町 49.2 50.8 21 伊勢原市 43.3 56.7 

5 三浦市 49.0 51.0 22 中井町 43.1 56.9 

6 葉山町 48.9 51.1 23 大和市 42.7 57.3 

7 松田町 47.8 52.2 24 清川村 42.6 57.4 

8 真鶴町 47.8 52.2 25 相模原市 42.5 57.5 

9 小田原市 47.5 52.5 26 大井町 42.0 58.0 

10 箱根町 47.3 52.7 27 座間市 41.9 58.1 

11 二宮町 47.2 52.8 28 海老名市 41.3 58.7 

12 横須賀市 46.9 53.1 29 秦野市 40.8 59.2 

13 開成町 46.7 53.3 30 寒川町 40.8 59.2 

14 横浜市 46.5 53.5 31 厚木市 39.9 60.1 

15 茅ヶ崎市 46.3 53.7 32 綾瀬市 39.9 60.1 

16 南足柄市 46.1 53.9 33 愛川町 39.3 60.7 

17 川崎市 46.0 54.0         
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（３）高齢独居世帯の割合 

    一般的に，要介護状態になり始めた場合，家族がいない場合は，家族がいる場合に比べて

介護保険を利用する可能性が高いと考えられています。平成 27年度の国勢調査に基づく本市

の高齢独居世帯の割合は 10.１%で，全国平均を 1.0 ポイント下回っていますが，県平均と同

水準となっています。県内では，平塚市，茅ヶ崎市，大和市と同水準です。高齢化率が同程度

の川崎市比較すると，本市の独居世帯の割合はやや高い傾向にあります。 

 

 

 
    高齢独居世帯割合(%)       

  全国 11.1       

  神奈川県 10.1       

            

№ 市町村名 高齢独居世帯割合(%) № 市町村名 高齢独居世帯割合(%) 

1 湯河原町 19.5 16 茅ヶ崎市 10.1 

2 真鶴町 17.7 16 大和市 10.1 

3 箱根町 15.6 20 南足柄市 9.8 

4 逗子市 15.0 21 座間市 9.7 

5 三浦市 14.6 22 相模原市 9.4 

6 横須賀市 12.9 22 秦野市 9.4 

7 二宮町 12.7 24 伊勢原市 9.1 

7 松田町 12.7 25 愛川町 9.0 

9 鎌倉市 12.6 26 綾瀬市 8.9 

10 山北町 12.3 26 寒川町 8.9 

11 葉山町 12.0 28 川崎市 8.4 

12 小田原市 11.5 29 海老名市 8.3 

12 大磯町 11.5 30 厚木市 7.9 

14 清川村 11.2 30 中井町 7.9 

15 横浜市 10.4 32 大井町 7.8 

16 藤沢市 10.1 33 開成町 7.2 

16 平塚市 10.1       
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（４）高齢夫婦世帯の割合 

高齢夫婦のみの世帯は，全国平均を 0.1ポイント，県平均を 0.3ポイント上回っていま

す。県内では 6番目に低くなっています。 

高齢化の状況と比較すると，本市の高齢夫婦のみの世帯の割合は低い傾向にあります。 

 

 

 
    高齢夫婦世帯割合(%)       

  全国 9.8       

  神奈川県 9.4       

            

№ 市町村名 高齢夫婦世帯割合(%) № 市町村名 高齢夫婦世帯割合(%) 

1 二宮町 15.4 18 大井町 10.7 

2 葉山町 15.1 19 秦野市 10.6 

3 大磯町 14.6 19 寒川町 10.6 

4 真鶴町 14.5 21 海老名市 10.5 

5 逗子市 14.3 22 開成町 10.3 

6 鎌倉市 13.7 23 平塚市 10.2 

7 三浦市 13.7 23 小田原市 10.2 

8 湯河原町 13.7 25 箱根町 9.9 

9 山北町 13.5 26 伊勢原市 9.8 

10 南足柄市 13.2 26 座間市 9.8 

10 中井町 13.2 28 藤沢市 9.7 

10 清川村 13.2 29 相模原市 9.5 

13 横須賀市 12.8 30 横浜市 9.4 

14 綾瀬市 12.1 31 厚木市 9.2 

15 茅ヶ崎市 11.5 32 大和市 9.1 

16 松田町 11.4 33 川崎市 6.4 

17 愛川町 10.8       
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２ 調整済み認定率 

    

 

 

 

 

 

 

（１）調整済み認定率の推移 

   本市の調整済み認定率は，平成 26年度以降 18.5％前後で推移していましたが，令和元

年度は 19.0％と，0.5ポイント上昇しています。 

 

要介護度 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 

要支援 1 3.6  3.7  3.7  3.7  3.7  3.7  3.8  

要支援 2 2.7  2.9  2.9  2.9  2.9  3.0  3.2  

要介護 1 4.1  4.4  4.5  4.5  4.4  4.4  4.4  

要介護 2 2.3  2.4  2.3  2.3  2.3  2.3  2.4  

要介護 3 1.9  2.0  2.1  2.0  2.0  1.9  2.1  

要介護 4 1.4  1.5  1.4  1.5  1.6  1.6  1.6  

要介護 5 1.6  1.6  1.5  1.6  1.6  1.5  1.6  

合 計 17.7  18.5  18.5  18.4  18.4  18.5  19.0  

 

（２）調整済み認定率の他市町村との比較 

本市の調整済み認定率は 19.0％で，全国平均を 0.5 ポイント，県平均を 0.4 ポイント

上回っており，県内では 5番目に高くなっています。 

   特に，要支援 1が全国平均を 1.2ポイント，県平均を 1.5ポイント上回っていること，

要支援 2 が全国平均を 0.6 ポイント，県平均を 0.5 ポイント上回っていることなど，要

支援者の認定率が高いことが認定率全体の上昇に影響していると考えられます。また，要

介護 1の認定率が，横須賀市，小田原市に続いて 3番目に高い一方，要介護 2～4につい

ては，県内他市町村と比較して低い傾向にあります。 
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（注目する地域）藤沢市

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

【調整済み認定率とは】 

 認定率の大小に大きな影響を及ぼす「第１号被保険者の性別・年齢別人口構成」の

影響を除外した認定率を意味します。第１号被保険者の性別・年齢別人口構成が，ど

の地域もある地域又は全国平均の１時点と同じになるように調整することで，それ以

外の要素の認定率への影響について，地域間で比較がしやすくなります。 
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（単位：%） 
    調整済み認定率  要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

  全国 18.5 2.6 2.6 3.7 3.2 2.4 2.3 1.7 

  神奈川県 18.6 2.3 2.7 3.5 3.5 2.5 2.3 1.7 

                    

№ 市町村名 調整済み認定率  要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

1 川崎市 19.8 2.6 2.7 4.3 3.5 2.6 2.4 1.8 

2 相模原市 19.6 2.4 3.3 3.1 3.6 2.8 2.6 1.7 

3 大和市 19.4 2.2 2.7 4.0 3.7 2.6 2.4 1.7 

4 三浦市 19.2 1.9 2.6 4.1 3.6 2.7 2.7 1.6 

5 藤沢市 19.0 3.8 3.2 4.4 2.4 2.1 1.6 1.6 

6 横浜市 18.9 2.3 3.0 2.9 4.0 2.6 2.4 1.7 

7 逗子市 18.5 2.2 3.1 3.4 3.5 2.2 2.1 2.0 

8 横須賀市 18.3 1.9 1.9 5.0 3.3 2.4 2.3 1.4 

9 座間市 18.2 2.2 2.5 3.4 3.7 2.5 2.1 1.8 

10 綾瀬市 17.9 2.1 2.2 4.0 3.3 2.2 2.4 1.6 

11 鎌倉市 17.7 2.8 2.3 3.6 2.9 2.2 2.2 1.6 

12 海老名市 17.6 2.1 3.1 4.2 2.6 2.3 2.0 1.2 

13 愛川町 17.5 1.6 1.9 3.7 3.0 3.0 2.6 1.7 

14 伊勢原市 17.4 1.6 2.3 3.8 3.3 2.6 2.1 1.7 

15 寒川町 17.4 2.0 2.0 4.0 2.9 2.3 2.6 1.6 

16 平塚市 17.3 1.9 1.9 3.6 3.4 2.7 2.2 1.5 

17 小田原市 17.3 2.4 2.0 4.8 2.6 2.2 2.2 1.3 

18 山北町 17.3 1.2 2.6 3.3 3.5 3.1 2.0 1.6 

19 開成町 17.2 1.4 2.1 3.8 3.5 2.6 2.3 1.5 

20 茅ヶ崎市 16.8 3.1 2.8 3.1 2.4 2.0 2.1 1.3 

21 中井町 16.7 1.2 1.8 2.6 4.2 2.5 2.8 1.6 

22 秦野市 16.6 1.2 1.5 3.4 3.6 2.8 2.3 1.7 

23 箱根町 16.6 1.9 1.9 3.7 2.6 2.7 2.3 1.6 

24 葉山町 16.4 3.3 1.8 3.8 2.3 2.0 1.6 1.5 

25 大磯町 16.4 2.4 2.2 3.8 2.4 1.9 2.1 1.7 

26 清川村 16.4 1.3 1.0 3.6 2.9 4.4 2.4 0.8 

27 厚木市 16.2 1.5 2.1 2.8 3.5 2.5 2.2 1.5 

28 真鶴町 16.2 2.0 2.0 3.9 2.9 1.9 2.2 1.4 

29 南足柄市 16.1 1.3 2.1 3.7 3.3 2.2 2.1 1.4 

30 湯河原町 16.0 1.5 2.1 4.3 3.1 2.2 1.7 1.1 

31 二宮町 15.6 2.3 2.5 2.8 2.1 2.7 1.7 1.4 

32 大井町 15.5 1.5 1.7 2.9 3.1 2.4 2.0 1.8 

33 松田町 15.4 1.1 1.2 3.3 3.2 2.6 2.2 1.7 
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（３）調整済み軽度認定率と調整済み重度認定率の分布 

   要支援 1～要介護 1までの「調整済み軽度認定率」と要介護 3～5の「調整済み重度認定

率」の分布をみると，本市は県内で最も軽度認定率が高い一方，重度認定率は県内で 3番

目に低くなっています。全国平均，県平均と比較しても非常に特徴的であり，軽度認定率

の高さが全体の認定率を引き上げていることが伺えます。 

   また，厚生労働省「介護保険データベース」の集計結果によると，本市の新規要支援・

要介護認定者の平均年齢は 80.5歳と，県平均よりも低くなっています。調整済み新規要

支援・要介護認定者の平均介護度も 1.2 と県内市町村で最も低い状況となっていること

から，比較的年齢が若く，要介護状態が軽度なうちから認定を受けている可能性が考えら

れます。 

 

 
 

  全国 神奈川県 藤沢市 

調整済み重度認定率 6.3 6.5 5.3 

調整済み軽度認定率 12.1 12.1 13.8 
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３ 受給率 

（１）全サービスの合計受給率 

   認定者数に対するサービス利用者数の割合である受給率は，本市は68.5%となっており，

全国平均を 5.4ポイント，県平均を 3.7ポイント下回っています。県内では 2番目に低い

状況です。また，認定を受けている方のうち，継続してサービス利用をしていない方が 3

割以上いる現状となっています。 

   サービス未利用者の割合が高いことについては，第 8 期介護保険事業計画策定に向け

て実施した「在宅介護実態調査」によると，要支援 1・2の方の約 6割，要介護 1・2の約

3割が未利用と回答しており，軽度認定者におけるサービス利用が低いことが要因と考え

られます。 

   また，軽度認定者におけるサービス利用が低い理由として，第 8期介護保険事業計画策

定に向けて実施した「介護保険サービス利用状況調査」によると，要介護認定を初めて申

請した目的として，「将来に備えるなど念のために申し込みをしたため（6.9%）」「配偶者

が要介護認定を受けるので，一緒に受けたほうがいいと思ったため（2.6%）」「病気や骨折

等で入院し，退院後の見通しが立たなかったため（14.4%）」など，現時点では直ちに介護

サービスが必要ではない方が一定数いることに加え，「介護保険の住宅改修または福祉用

具貸与・購入のサービスを受けるため（11.4％）」など，継続したサービス利用を必要と

していない方がいることが考えられます。 

 

 

 

  受給率(％) 

全国 73.9  

神奈川県 72.2  

藤沢市 68.5  
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（２）サービス系列別受給率  

区 分 サービス名称 

施設サービス 
介護老人福祉施設，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護，介護老人保健

施設，介護療養型医療施設 

居住系サービス 
認知症対応型共同生活介護，特定施設入居者生活介護，地域密着型特定施設入居

者生活介護 

在宅サービス 

訪問介護，訪問入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーション，居宅療養管理指

導，通所介護，通所リハビリテーション，短期入所生活介護，短期入所療養介護，

福祉用具貸与，特定福祉用具販売，住宅改修費，介護予防支援，居宅介護支援，

定期巡回・随時対応型訪問介護看護，夜間対応型訪問介護，地域密着型通所介護，

認知症対応型通所介護，小規模多機能型居宅介護，看護小規模多機能型居宅介護 

 

①施設サービス 

   施設サービスの受給率は，全国平均を 0.9ポイント，県平均を 0.3ポイント下回ってお

り，県内では 3番目に低くなっています。これは，本市の要支援・要介護認定者は軽度認

定者が多いことから，施設サービス利用のニーズが高くなる要介護 3 以上の認定者数が

相対的に少ないことが要因の 1つであると考えられます。 

 

 

 

介護度 全国(%) 神奈川県(%) 藤沢市(%) 

要介護１ 0.1 0.1 0.1 

要介護２ 0.3 0.2 0.2 

要介護３ 0.7 0.6 0.5 

要介護４ 1.0 0.8 0.6 

要介護５ 0.8 0.6 0.6 

施設サービス受給率 2.9 2.3 2.0 
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 ②居住系サービス 

  居住系サービスの受給率は，全国平均を 0.5 ポイント，県平均を 0.1 ポイント上回る状

況となっています。 

 

介護度 全国(%) 神奈川県(%) 藤沢市(%) 

要支援１ 0 0.1 0.1 

要支援２ 0 0.1 0.1 

要介護１ 0.3 0.3 0.4 

要介護２ 0.3 0.3 0.3 

要介護３ 0.3 0.3 0.3 

要介護４ 0.2 0.3 0.2 

要介護５ 0.1 0.2 0.3 

居住系サービス受給率 1.2 1.6 1.7 

 

③在宅サービス 

在宅サービスの受給率は，全国平均を 0.6ポイント下回っていますが，県平均は 0.3ポイ

ント上回っており，特に要支援 1 から要介護 1 までの軽度者の受給率が高くなっています。 

 
介護度 全国(%) 神奈川県(%) 藤沢市(%) 

要支援１ 0.7 0.5 0.9 

要支援２ 1.2 1.0 1.3 

要介護１ 2.7 2.2 3.1 

要介護２ 2.4 2.5 1.7 

要介護３ 1.3 1.3 1.0 

要介護４ 0.9 0.8 0.7 

要介護５ 0.5 0.5 0.5 

在宅サービス受給率 9.8 8.9 9.2 
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４ サービス提供体制（要支援・要介護者 1人あたり定員） 

（１）施設サービス 

      施設サービスの要支援・要介護認定者 1人あたり定員について，本市は，全国平均及び

県平均と比較して低い傾向となっています。これは，高齢化率が低いことに加え，本市の

要支援・要介護認定者に要支援 1 から要介護 1 までの軽度認定者が多いことが影響して

いるものと考えられます。 

 

 

      （単位：人） 

区 分 全国 神奈川県 藤沢市 

介護老人福祉施設 0.085 0.088 0.063 

介護老人保健施設 0.057 0.050 0.036 

介護療養型医療施設 0.006 0.003 - 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0.008 0.002 0.002 

介護医療院 0 0 0 

要支援・要介護者 1人あたり定員 0.160 0.143 0.104 
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（２）居住系サービス 

本市の居住系サービスの要支援・要介護認定者 1人あたり定員は，全国平均を上回って

いますが，県平均は下回っています。県平均を下回っている要因として，特定施設入居者

生活介護の整備状況が，地理的条件等により県内でも市町村ごとに大きな差があり，整備

数の特に多い市町村が県全体の定員数を押し上げていることが考えられます。 

特定施設入居者生活介護と地域密着型特定施設入居者生活介護を合わせた定員数は，県

内で 21番目，認知症対応型共同生活介護の定員数は県内で 15番目となっています。高齢

者向けの住まいとして，近年，住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者専用住宅の整

備が，本市においても進んでいる状況もあることから，施設数は概ね充足してるものと考

えられます。 

 

 
 
   （単位：人） 

区 分 全国 神奈川県 藤沢市 

特定施設入居者生活介護 0.043 0.089 0.064 

認知症対応型共同生活介護 0.032 0.030 0.027 

地域密着型特定居住系入居者生活介護 0.001 0.001 0.008 

要支援・要介護者 1人あたり定員 0.076 0.120 0.099 
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要支援・要介護者1人あたり定員（居住系サービス別）（令和元年(2019年)）

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

（時点）令和元年(2019年)

（出典）介護サービス情報公表システムおよび厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報
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（３）通所系サービス 

通所系サービス別の要支援・要介護認定者 1 人あたり定員は県内で 22 番目ですが，高

齢化の状況からみると，概ね充足しているものと考えられます。 

   特に，小規模多機能型居宅介護が県内で 5番目に高くなっており，住み慣れた地域での

在宅生活を支える基盤づくりが進んでいる状況であることが伺えます。 

 

 
 
   （単位：人） 

区 分 全国 神奈川県 藤沢市 

通所介護 0.116 0.078 0.091 

地域密着型通所介護 0.036 0.039 0.029 

通所リハビリテーション 0.043 0.021 0.016 

認知症対応型通所介護 0.006 0.006 0.002 

小規模多機能型居宅介護（通い） 0.006 0.005 0.007 

看護小規模多機能型居宅介護（通い） 0.000 0.000 0.000 

要支援・要介護者 1人あたり定員 0.208 0.149 0.146 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

全
国

神
奈
川
県

中
井
町

開
成
町

厚
木
市

湯
河
原
町

秦
野
市

大
井
町

伊
勢
原
市

平
塚
市

小
田
原
市

南
足
柄
市

葉
山
町

大
和
市

綾
瀬
市

茅
ヶ
崎
市

三
浦
市

相
模
原
市

山
北
町

真
鶴
町

寒
川
町

愛
川
町

海
老
名
市

藤
沢
市

座
間
市

川
崎
市

横
浜
市

横
須
賀
市

清
川
村

二
宮
町

鎌
倉
市

逗
子
市

大
磯
町

箱
根
町

松
田
町

要支援・要介護者1人あたり定員（通所系サービス別）（令和元年(2019年)）

看護小規模多機能型居宅介護（通い）

小規模多機能型居宅介護（通い）

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション

地域密着型通所介護

通所介護

（時点）令和元年(2019年)

（出典）介護サービス情報公表システムおよび厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報

藤沢市 
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５ 受給者１人あたり給付月額 

（１）在宅および居住系サービス 

   在宅及び居住系サービスの受給者 1 人あたり給付月額について，本市は全国平均を

2,397 円，県平均を 7,985 円下回っています。県内では 14 番目に低く，横須賀市とほぼ

同程度となっています。 

 

 
 

      （単位：円） 

介護度 全国 神奈川県 藤沢市 

要支援 1 1,692 1,454 1,882 

要支援 2 3,610 3,187 4,109 

要介護 1 26,022 23,794 32,411 

要介護 2 30,958 33,478 25,728 

要介護 3 27,429 29,158 24,412 

要介護 4 22,208 24,183 19,020 

要介護 5 16,766 19,019 18,725 

受給者 1人あたり給付月額 128,685 134,273 126,288 
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受給者１人あたり給付月額（要介護度別）（在宅および居住系サービス）

（令和2年(2020年)）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（２）在宅サービス 

   在宅サービスの受給者 1人あたり給付月額は，要支援 1から要介護 1までは，全国平均

及び県平均をともに上回る一方，要介護２以上では，全国平均及び県平均をともに下回っ

ています。特に，要介護 1 では，全国平均を 6,019 円，県平均を 9,250 円上回っており，

県内では 3番目に高くなっています。また，反対に要介護 2では全国平均を 5,585円，県

平均を 8,307円下回っており，県内では 2番目に低くなっています。全国平均，県平均と

もに要介護 1 よりも要介護 2 の 1 人あたり給付月額が高い傾向にあるのに対し，本市は

要介護 1の給付月額が高くなっていることが特徴的です。全国平均，県平均と乖離した要

因として，本市の要介護認定者に占める要介護 1割合が高く，要介護 2の割合が低いこと

が影響しているものと考えられます。 

 

 
 

      （単位：円） 

介護度 全国 神奈川県 藤沢市 

要支援 1 1,625 1,220 1,757 

要支援 2 3,588 3,080 3,792 

要介護 1 23,954 20,723 29,973 

要介護 2 28,652 31,374 23,067 

要介護 3 24,645 25,962 21,673 

要介護 4 19,678 20,566 16,884 

要介護 5 15,150 16,696 15,002 

受給者 1人あたり給付月額 117,290 119,621 112,148 
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受給者１人あたり給付月額（在宅サービス）（令和2年(2020年)）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点）令和2年(2020年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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６ サービス別利用状況 

（１）訪問介護 

   受給者 1 人あたり給付月額は 79,416 円であり，全国平均を 6,740 円，県平均を 9,206

円上回っており，県内では 8番目に高くなっています。 

   1 人 1 月あたり利用回数は 27.9 回と，全国平均及び県平均を上回る状況となっていま

県内では 5番目に高くなっています。 

   県内他市町村と比較し，軽度認定者の割合が高い本市の状況からすると，訪問介護の利

用が多く，また 1 人あたりの利用回数が多いことが給付月額を押し上げていることが伺

えます。 

 

  給付月額（円） 

全国 72,676 

神奈川県 70,210 

藤沢市 79,416 

 

 
  利用回数 

全国 24.9 

神奈川県 22.3 

藤沢市 27.9 
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受給者１人あたり給付月額（訪問介護）（令和2年(2020年)）

（時点）令和2年(2020年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（時点）令和2年(2020年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（２）訪問看護 

   受給者 1 人あたり給付月額は 42,352 円であり，全国平均を 973 円上回っていますが，

県平均は 2,978円下回っており，県内ではほぼ中間程度となっています。 

   1人 1月あたり利用回数は 9.4回と，全国平均は上回っていますが，県平均は下回って

おり，県内では 10番目に高くなっています。 

 

 
  給付月額（円） 

全国 41,379 

神奈川県 45,330 

藤沢市 42,352 

 

 
  利用回数 

全国 8.8 

神奈川県 9.6 

藤沢市 9.4 
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受給者１人あたり給付月額（訪問看護）（令和2年(2020年)）

（時点）令和2年(2020年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（時点）令和2年(2020年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（３）訪問リハビリテーション 

   受給者 1 人あたり給付月額は 31,954 円であり，全国平均を 1,706 円，県平均を 4,029

円下回っており，県内では 6番目に低くなっています。 

   1 人 1 月あたり利用回数も 10.6 回と，全国平均及び県平均をやや下回る状況となって

います。本市は県内で 5番目に低くなっていますが，給付月額・利用回数ともに，県内で

は県西地域において高い傾向があることから，近隣市町と比較すると同程度となってい

ます。 

 

 
  給付月額（円） 

全国 33,660 

神奈川県 35,983 

藤沢市 31,954 

 

 
  利用回数 

全国 11.5 

神奈川県 12.0 

藤沢市 10.6 
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受給者１人あたり給付月額（訪問リハビリテーション）（令和2年(2020年)）

（時点）令和2年(2020年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（時点）令和2年(2020年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（４）通所介護 

受給者 1人あたり給付月額は 70,185円であり，全国平均を 13,048円，県平均を 4,698

円下回っており，県内では 6番目に低くなっています。 

1人 1月あたり利用回数は 9.5回と，全国平均は下回っていますが，県平均とは同程度

となっています。 

   本市は受給者 1 人あたりの給付月額が同程度の地区と比較し，利用日数が多い傾向が

あることから，比較的軽度な認定者の利用が多いことが伺えます。 

 

 
  給付月額（円） 

全国 83,233 

神奈川県 74,883 

藤沢市 70,185 

 

 

  利用日数 

全国 10.8 

神奈川県 9.4 

藤沢市 9.5 
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受給者１人あたり給付月額（通所介護）（令和2年(2020年)）

（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（５）通所リハビリテーション 

受給者 1人あたり給付月額は 46,046円であり，全国平均を 12,485円，県平均を 15,236

円下回っており，県内では 2番目に低くなっています。 

1人 1月あたり利用回数は 4.7回と，全国平均及び県平均をともに下回る状況となって

います。 

  

 
  給付月額（円） 

全国 58,531 

神奈川県 61,282 

藤沢市 46,046 

 

 
  利用日数 

全国 5.9 

神奈川県 6.0 

藤沢市 4.7 
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（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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６ 考察 

（１）要介護認定 

 軽度認定率が高いことについては，制度の周知が進んでいると言える一方，軽度者のサー

ビス受給率が比較的低いことや，介護保険サービス利用者調査において，サービスを利用

していない理由として「現状では，サービスを利用するほどの状態ではない」という回答

が軽度者認定者では 59.2％を占めていることから見ると，将来のサービス利用に備えて

認定を受けている方が一定数存在する可能性が考えられます。 

 軽度認定率が高い要因や調整済み認定率が今年度上昇した要因について分析するため，今

後，新たに要介護・要支援認定をした方の認定申請の理由や主な疾病を分析し，適正な要

介護・要支援認定に向けた取組を進めていきます。 

 

（２）サービス提供体制 

 施設サービスの要支援・要介護認定者 1人あたり定員については，県内他市町村と比較し

て低い傾向にありますが，施設サービスのニーズが高くなる要介護 3 以上の特別養護老

人ホーム（地域密着型含む）の要介護認定者 1人あたりの定員は，県平均と同程度となっ

ています。今後，第 7期介護保険事業計画期間内に 100床の整備を予定していますが，今

後も高齢者及び認定者数の増加に伴い施設サービスの需要は高まることが予測されるた

め，第 8 期介護保険事業計画期間内においても一定数の整備は必要であると考えられま

す。 

 居住系サービスのうち特定施設については，住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者

専用住宅の整備が進んでいる状況もあることに加え，既存の特定施設の入居が満床となっ

ていないことからも，第 8 期介護保険事業計画期間における整備は必要ないものと考え

られます。一方，認知症対応型共同生活介護については，今後の認知症高齢者の増加を鑑

み，第 8 期介護保険事業計画期間内においても，一定数の整備が必要であると考えます。 

 通所系サービスについては，概ね充足しているものと考えられます。今後は，利用者本人

の自立支援・重度化防止に資する質の高いサービスの提供が行われるよう，リハビリテー

ションにおけるアウトカム評価やリハビリテーション専門職との連携の推進などを進め

ていく必要があると考えられます。 

 

（３）サービス利用状況 

 サービスの受給率や１人あたりの給付についても，軽度認定者の利用状況が県内他市町村

と比較して高い傾向にあることから，自立支援・重度化防止を推進していく上で軽度認定

者に対する介護予防等の適切なケアマネジメントが求められていると考えます。 

 介護給付費については，制度の持続可能性を確保しつつ，保険料の過度な上昇を回避する

ためにも過剰なサービス提供とならないよう効率化・適正化を図る必要があり，介護予防・

日常生活支援総合事業の取組をはじめ，給付費等適正化の視点をもった事業運営など，保

険者としての機能強化を図る取組がますます重要になると考えます。 

 特に，訪問介護のサービスなど 1 人あたり給付月額や利用回数が多いサービスについて

は，適正利用がされているか確認が必要となることから，給付費通知等による利用者への

啓発のほか，地域包括ケア「見える化」システムや国保連の介護給付実績を活用した現状

の把握と分析を行うとともに，分析結果等を活かして地域の実情に応じた効果的な施策の

展開を検討していく必要があります。 

 また，ケアマネジメントの質やサービスの質の向上に向けて，ケアマネジャーや介護職員に対

する研修等の支援やケアプラン点検の事業の充実，事業者指導の強化をしていく必要があり

ます。 

 

 

                                       以 上 


